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1 　序　　　論
　経済活動が地球規模で広域化し，企業の生産活動が国境を超えて組織されるにつれて，企業に
よる工場立地決定の在り方は大きく変化してきている．企業は工場の立地決定を，国際的な広が
りをもつ地域において国の選択から始める．次いで選択された国内で地域の選択へ進み，その後，
都市の選択へと立地決定過程の段階を順次進めてゆく．企業の考慮すべき立地因子は各段階で異
なり，全体として立地因子の範囲は広がり，その数は大幅に増加する．企業の基本的活動範囲が
慣れ親しんだ国内地域に限定される場合には企業による立地因子に対する評価は比較的容易であ
る．しかし生産活動が国境を超えて組織される場合には工場の立地候補地は広範囲に及び，候補
地は異なった性格を有する国々にまたがる．このため企業の考慮すべき要因は多種多様になり工
場立地は短時間に決定されず，一連の工場立地過程を経て決められることになる．
　地球規模で経済活動が広域化するにつれ企業の工場立地決定の在り方が変化する基本的理由は，
生産活動そのものが変貌することにある．すなわち経済活動の広域化につれて企業間の競争は国
際的に広がり，企業は価格競争とそれに続く費用削減競争に晒される．さらに生産する製品の成
熟化によって生じる既存企業への市場退出圧力の増加，また交渉能力を付けてきた小売産業から
の価格引き下げ要請などにより，企業はいくつかの経路を通して厳しい費用削減競争の下に置か
れる．この状況下で企業は生産費用削減に向けて，生産工程を細分化し，細分された生産工程の
いくつかを国際的に分散させる．これにともない企業は必然的に細分された生産工程の立地を国
際的な広がりのある地域から選択するという課題を一連の決定過程を通して処理してゆくことに
なる．
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　細分された生産工程は，孤立して生産活動をするわけではなく物流・金融・情報に関するイン
フラストラクチャの下で統括管理機能を働かせて企業全体および他の生産工程と密接に連結され
て運営される．当然，各工場間における中間財の移動が国際的に生じることになる1）．その移動に
は物流関係の機能から関税価格や移転価格に関するような事務的処理機能などが付随する．中間
材の国際的移動において移転価格が問題となる理由は明白である．企業が複数の工場を国際的に
運営する場合，各工場による企業の利潤への貢献度が評価されねばならない．企業は各工場から
出荷される財に対して移転価格を設定しその貢献度を評価する．他方，工場が立地する国の国税
当局はその移転価格を利用して工場の利潤を把握し課税を行うからである．企業が生産工程を国
際的に組織し運営するには，インフラストラクチャが整備された国や地域において，企業が統括
管理機能を十分に働かせられることが前提となる．
　上記の状況を背景にして工業団地が再び注目を集めている．工業団地は A. Weber（1909）によ
る立地因子分類に沿えば，集積因子と局地立地因子の性格を併せ持つ．すなわち，いくつかの工
場を特定の地点に集積させるように生産活動の立地に作用する．細分された生産工程の立地を決
定する場合，工業団地のもつ生産基盤と各種事務処理機能は生産費用と煩雑な業務の費用を軽減
し魅力的である．他方，細分された生産工程を当該国内へ誘致する計画をもつ国や地方行政府に
とっても工業団地はよい牽引手段の 1 つとなる．経済活動が地球規模で広域化し生産工程が細分
化され移動性を増している時代において，工業団地は企業と行政の双方にとって魅力的である．
　本稿は重要性を増している工業団地を取り上げて，次の 3 つの点を考察する． 1 ）細分された
生産工程の立地分析を通して工業団地の開設可能地域と工業団地を構成する工場の業種を導出す
る．2 ）工業団地の有する外部経済の作用から工業団地の生産活動の構成を明らかにする．3 ）工
業団地での生産活動構成は，工業団地開発者と企業を中心とした他の経済主体との相互依存関係
から導出される総意をより反映するように柔軟性をもって形成できることを明示する．
　本稿の構成は以下のようである．次の 2 節において，分析の仮定と枠組みを紹介し，初めに企
業の利潤関数を導出する．次いで工場立地は一連の過程を経て決定されることを説明する．工場
立地決定においては第 1 に，工場の立地が期待される地域，すなわち企業の最大利潤をほぼ達成
できるような地域，「立地有望地域」が設定されることをカオス的現象により説明する．さらに工
場の立地的性格に沿い工業団地は市場地あるいは原料地近傍に建設される可能性が高いことを示
唆する． 3 節では工業団地の立地と外部経済が，個別工場の利潤を変化させ，工業団地における
生産活動内容をいかに形成するかを考察する． 4 節は，工業団地開発者と企業間の相互依存関係
が工業団地の生産活動構成に影響を与えるかを分析する．これにより，工業団地の生産活動構成
は工業団地の立地と同じく，一定の構成範囲内において，柔軟性が生じることを明示する．ここ
1 ）　企業がその生産工程を細分化し空間的にも分離する分析については，Shi-Yan（1995）を参照．
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での考察で示された柔軟性に基づいて，工業団地の生産活動は工業団地開発者と企業を中心に多
くの経済主体間の相互依存関係から導出される総意をより反映するように編成することが可能で
あることを明らかにする． 5 節は得られた考察結果を整理し要約して結論を示す．
2 　工場および工業団地の立地と工業団地へ誘致する業種の関係
　工業団地の開発地とその生産活動構成は，誘致したい工場の立地動向とその生産活動の性質を
理解して，決定される．そこで第 1 に経済活動が広域化する時代における工場および工業団地の
立地の決定の在り方を考察する．
2.1　細分された工場の立地分析
2.1.1　分析の仮定と枠組み
　ある 1 つの企業が製品 Q を 2 つの生産工程に分離して生産する．第 1 工程を担う工場 1 は自国
内に立地し中間財 mq を生産する．その中間財は外国にある市場地に立地する第 2 工程を担う工
場 2 に移送され，最終製品に組み立てられる． 1 単位の中間財が 1 単位の最終製品の製造に用い
られる．したがって中間財の量は企業の生産する製品の量に一致する．工場 1 は移転価格 mp で
工場 2 に中間財を移送する．最終製品は工場 2 が立地する外国の市場で販売される．
　当該企業の工場 2 は工場 2 の利潤が最大化されるように最終製品の販売量を決める．したがっ
て中間財の生産量 mq をも決めることになる，工場 1 は当該企業全体の利潤が最大化されるよう
に移転価格 mp を決定する．自国と外国における法人税率はそれぞれ t と，t* で示される．
　当該企業の工場 1 のみの利潤 Y1は次式で示される．
Y1＝（1－t）［mp*mq－C（mq）－F1］， （1）
ただし C（mq）は費用関数である．費用関数は中間財の生産関数，そして用いられる原料価格，
中間財と原料の輸送費により定まる．F1は固定費用である．
　ここでは以下の想定の下で費用関数を導出する．当該企業の工場 1 は代替関係にある 2 種類の
原料 m1, m2を用いて中間財 mq を生産する．製造過程では潤滑材を必要とし，それは m3で示され
る．これらの原材料の産出地はそれぞれ点 M1，M2そして M3で示され座標（x1, y1），（x2, y2），（x3，
y3）で指示される．工場 1 の立地点は L で表され，座標（x, y）で．示される．原料 m1, m2の運賃
率は tm であり，潤滑材 m3のそれは te で示される．それらの工場渡価格はそれぞれ p1, p2，そして
p3で表される．中間財は工場 2 が立地している外国にある地点 M4に輸送される．地点 M4の座標は
（x4, y4）で示される．中間財の運賃率は tg である．
　図 1 は工場 1 で用いられる原材料の産出地と市場地の地理的関係を示す立地図形である．工場
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1 は地点 L に立地し，M1と M2地点で生産される 2 種類の原料そして M3で産出される 1 種類の潤
滑材を移入する．これらから工場 1 は中間財 mq を生産し地点 M4に立地する工場 2 に出荷する場
合の立地図形を示している．分析内容に影響を与えないので，自国の領域は単純に大きな楕円，
外国の領域は小さな正 4 角形で示される都市国家を想定する．
　次に，工場 1 における中間財の生産関数は （2） 式で与えられる．
mq＝Am1αm2β， （2）
ただし，A，αそしてβはパラメータであり，A＞0，0＜（α＋β）＜1 である．
工場 1 と各原料産地 Mi（i＝1, 2, 3）との距離 d1，d2，d3，は次の 3 式で示される．
d1＝（（x－x1）2＋（y＋y1）2）0.5， （3a）
d2＝（（x－x2）2＋（y＋y2）2）0.5， （3b）
d3＝（x2＋（y＋y3）2）0.5． （3c）
同じく工場と市場地 M4の距離 d4は（3d）式で示される．
d4＝（x2＋（y－y4）2）0.5． （3d）
図 1 　原料地と市場地を中心とする立地図形
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2.1.2　工場と企業の利潤関数の導出
　さて，用いられる潤滑材 m3の量は中間財の製造量に等しく，さらに工場の固定費は F1で示され
るとすれば，工場 1 の利潤 Y1は （4） 式で表されることになる．
Y1＝（1－t）［mq（（mp－tgd4）－（p3＋ted3））－（p1＋tmd1）m1－（p2＋tmd2）m2－F1］． （4）
工場 1 の用いる 2 原料の量はそれらの引渡価格に依存することになるので，それらの量は（5a）と
（5b）式により与えられることになる．ただしここでは簡単化のために係数αとβはともに0.4と仮
定されている．
m1＝A-1.25mq1.25（（p2＋tmd2）/（p1＋tmd1））0.5， （5a）
m2＝A-1.25mq1.25（（p1＋tmd1）/（p2＋tmd2））0.5． （5b）
潤滑材の量 m3は（5c）式により与えられる．
m3＝mq． （5c）
これらの量から工場 1 の費用関数 C（mq）は （6） 式で表されることになる．
C（mq）＝2A-1.25mq1.25（p1＋tmd1）0.5（p2＋tmd2）0.5＋mq（p3＋ted3）＋F1． （6）
したがって工場 1 の利潤 Y1は （7） 式により再述されることになる．
Y1＝（1－t）［mq（（mp－tgd4）－（p3＋ted3））－2mq1.25 A-1.25（p1＋tm d1）0.5（p2＋tm d2）0.5－F1］． （7）
　次に工場 2 の利潤を導出する．工場 2 は工場 1 の中間財から製品を組み立て販売する工程を担
当し，最終製品の製造には 1 単位の中間財が 1 単位の最終製品の製造に用いられる．したがって
工場 2 の利潤 Y2は次式のように導出される．
Y2＝（1－t*）［（p－mp）Q－C（Q）－F2］， （8）
ただし p は市場での製品価格であり，以下の （10） 式で示されるように市場で販売される製品量 Q
の関数となる．C（Q）は工場 2 の最終製品の組み立て費用であり Q の関数として （9） 式で与えら
れる．
C（Q）＝b Q（g＋Q）2/h， （9）
ただし，b，g，h はそれぞれ定数で，計算の利便性のために b＝1.5，g＝2，h＝200と仮定される．
F2は工場 2 の固定費用である．
　製品市場は当該企業が独占し工場 2 が直面する逆需要関数は（ 9 ）式で示される．
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p＝s・vQ， （10）
ただし s は最大需要価格，v は係数であり，計算の簡単化のため 1 とされる．
　上記のように当該企業においては，製品の組み立て販売を担う工場 2 が生産量を決定する．製
品の生産量 Q は工場 2 の利潤最大化をめざして決定される．ここでの仮定の下では生産量は （11） 
式で示される．ただし （10） 式における s の値は計算の利便性のために600と仮定されている．
Q＝0.22（－206＋（582409－900mp）0.5）． （11）
上式のように生産量は移転価格の関数として導出できる．したがって企業の利潤関数は （12） 式で
導出される．
Y＝（1－t）［（0.22（－206＋（582409－900mp）0.5））（（mp4－tgd4）－（p3＋ted3））
　 －2（0.22（－206＋（582409－900mp）0.5））1.25A-1.25（p1＋tmd1）0.5（p2＋tmd2）0.5－F1］
　 ＋（1－t*）［（600－（0.22（－206＋（582409－900mp）0.5））－mp）（0.22（－206
　 ＋（582409－900mp）0.5））－F2］． （12）
2.2　立地期待地域の形成とその意義
　工場 1 によって決定される移転価格 mp および工場 1 の最適立地（X，Y）の導出しよう．企業
全体の利潤 Y はこれまで考察から （12） 式で与えられる．
　（12） 式から最適な移転価格と工場の立地点が導出される．ここでは Gradient dynamics 手法を
用いてそれらを導出する．この手法は次のようである．はじめに以下に示される（13a），（13b），
そして（13c）の 3 式による連立方程式の解の初期値を xn，yn，そして mpn とし，それらを（13a，
b，c）式に代入する．次にその連立方程式を解き，それを一時解として xn＋1，yn＋1，mpn＋1とする．
この過程を繰り返して（xn＋1, yn＋1, mpn＋1）が（xn, yn, mpn）に一致したとき，これらを解とみなす
ものである．
xn＋1＝xn＋j*∂Y/∂x， （13a）
yn＋1＝yn＋j*∂Y/∂y， （13b）
mpn＋1＝mpn＋j*∂Y/∂mp， （13c）
ただし，j いわゆるステップ幅，n は繰り返し計算の回数，そして∂YM/∂x，∂YM/∂y，∂YM/∂mp
は次の 3 式で示される．ただしここでは各国の法人税率は同じであり，t＝t*＝0.82と仮定する．
∂Y/∂x＝0.18［－tgx（299.4－0.5mp）/d4＋（299.4－0.5mp）（－tg（x/d4）－te（x/d3））
　　　　－A-1.25（299.4－0.5mp）1.25 tm［｛（p2＋tmd2）0.5/（p1＋tmd1）0.5｝（x－x1）/d1
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　　　　＋｛（p1＋tmd1）0.5/（p2＋tmd2）0.5｝（x＋x2）/d2］］＝0 （14a）
∂Y/∂y＝0.18［－tg（y－1）（299.4－0.5mp）/d4＋（299.4－0.5mp）（－tg（（y－y4）/d4）－te（（y－y3）/d3））
　　　  －A-1.25（299.4－0.5mp）1.25 tm［｛（p2＋tmd2）0.5/（p1＋tmd1）0.5｝（y＋y1）/d1
　　　 ＋｛（p1＋tmd1）0.5/（p2＋tmd2）0.5｝（y＋y2）/d2］］＝0 （14b）
∂Y/∂mp＝0.18［－（0.5*mp－299.4）＋0.22（299.4－2*0.5mp＋0.5tgd4＋0.5（p3＋ted3））
　　　　 ＋2.5A-1.25（p2＋tmd2）0.5（p1＋tmd1）0.5（299.4－0.5mp）0.25］＝0． （14c）
上記の 3 つの式からなる連立方程式を x，y そして mp について Gradient dynamics の手法で解け
ば，図 2 A で示される計算結果を得る．なお，ここでの計算では各パラメータと市場，原料の産
出地に具体的数値を次のように仮定している．
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図 2 A　工場 1 の立地有望地域の形成
図 2 B　高運賃率の場合における工場 1 の立地有望地域
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　（x1＝3, y1＝－0.5），（x2＝－30.5, y2＝－0.5），（x3＝0, y3＝－1.5），（x4＝0, y4＝1），A＝1，p1＝0.25，p2
＝2，p3＝0.2，tm＝0.11，te＝0.01，tg＝0.225．このような想定下での工場 1 の立地点，移転価格，
企業と工場 1 の利潤および生産量は表 1 の上段で示される．次に工場 1 の生産性 A が0.5へ低下す
る場合における工場 1 の立地点，移転価格そして利潤などは表 1 の中段で示される．さらに運賃
率 tg が高く0.85の場合のカオス的現象は図 2 B のように市場地付近に出現し，その場合での企業
と工場 1 の利潤と生産量は表 1 の下段で示される．
　ここでの想定の下では図 2 A と 2 B で示されるように最適な移転価格はほぼ確定できることにな
る．他方，最適な工場立地点はカオス的現象の発生により確定できない．この状況は以下のよう
に考えられる（Ishikawa，2016）．確かにカオス的現象により最適立地点は特定化できないが，カ
オス的現象は最適点の周辺に出現する2）．この現象内に工場の立地と移転価格が決まれば，企業の
利潤の差は微小で，その相違はほぼ無視でき，いわゆる目標利潤の水準から乖離することはない．
このカオス的現象が生じる地域は工場の立地有望地域（Location Prospective Area, LPA）として考
えられ企業に有用な情報を提供する．LPA 内ではここで考慮されていない他の多くの立地因子も
立地決定に含めて工場 1 の立地を決定できる．例えば，地域の住宅環境，医療そして教育水準な
どを勘案して，立地有望地域内で工場運営にとってより良の立地を選択できることになる．さら
に，次のように考えられる．最適立地点を確定しても，現実的には種々の理由，例えば軟弱な地
盤，高い地価や交渉の長期化，周囲の生産・生活環境などにより，その地点に立地できず当該地
点の回避を余儀なくされることも多々ありうる．この場合，その地点の周囲の地域で次善の立地
点を探査することになる．この場合にも企業は立地期待地域 LPA をはじめに設定し，その地域内
において種々の社会的立地因子も考慮し，その後に工場立地点を LPA 内で選択する．
2 ）　カオス的現象は鞍点の周辺にも発生する．そしてこの現象がカオス現象あるいは計算過程で生じる
コーシー主値問題に関係するものかは取り扱わない．これは興味深い問題だが，本稿の論理展開に影響
を与えないこと，またその解明は厄介なので機会を改めて検討する．
表 1 　各生産条件における工場 1 の立地点および企業と工場 1 の利潤と生産量
運賃率 生産性 立地点 移転価格 生産量 企業利潤 工場 1 の利潤
tg ＝0.225 1 M1周辺 442 49.19 3,307 2,968
tg ＝0.225 0.5 M1周辺 446 48.28 3,182 2,899
tg ＝0.85 1 M4周辺 443 48.97 3,278 2,948
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2.3　工業団地の開設と立地選択
2.3.1　工業団地開設の可能性
　前節における図 2 A と 2 B および表 1 から示唆されるように中間財の運賃率が高い場合には立地
有望地域は市場周辺に形成される．したがって工場 1 は外国にある市場地 M4点近郊に立地する傾
向をもつ．他方，その運賃率が低い場合には立地有望地域は自国内にある原料産地 M1地点周辺に
形成される．そのため工場 1 は M1地点付近に立地する傾向になる．
　ここで次のように想定しよう．中間財の運賃率が高い場合，工場 1 は市場地近郊に立地する傾
向をもち，もし市場地が集積経済，例えば範囲の経済などのわずかな有利性を工場 1 に提供すれ
ば，工場 1 は市場地に牽引され 2 つの工場が集積を形成する可能性がある．集積が実現すれば，
自国は工場 1 からの法人税収を失う．さらに中間材の運賃率が低く工場 1 が自国の内陸部になる
場合でも， 2 つの工場の集積により高い範囲の経済が生じる場合には自国は工場 1 からの法人税
収を失うことになる3）．この場合に備えて，自国は工場 1 を自国に牽引し留めておく立地政策を取
る．その立地政策の 1 つに工業団地の自国での開設がある．工業団地を開発し，基本的な生産基
盤，各種の支援機能を供給し，そして集積経済の提供により自国内に工場を牽引し留めることが
期待される4）．本節以降では工業団地開設の考察を行う．
　これまでの工場 1 の立地分析から工業団地の立地に関して次の示唆が得られる．工業団地は誘
致したい工場の立地的傾向を考慮して工場を牽引しやすい地点に開設される．そして工業団地は
自国内で開設されねばならないため，工業団地の立地は，工場の立地傾向に合わせて，外国との
国境沿いの市場地近傍の地域あるは自国内での原材料の産出地の周辺地域に開設される可能性が
高い5）．したがって次のように考えられる．自国内での港湾施設や交通基盤の整備が十分でなく，
中間財の運賃率が高い場合には，工場は市場地近傍の国境沿いに立地する傾向が強いので，工業
団地も市場地近傍の国境沿い地域に開設される．一方，物流基盤の整備が進み6），中間財の運賃率
が低い場合には，工場は国境沿いに限定されずに自国内の最適地に立地することになる．この場
合には工業団地の開設地も市場地近傍の国境沿いに限定されず工場の最適地の周辺に決まること
になる．
2.3.2　工業団地の立地と団地内の業種構成の関係
　前述の理論的分析から得られる重要な示唆は次の点である．工場の立地点は立地有望地域内で
3 ）　市場地で範囲の経済が生じ，工場 1 の固定費が200低下すれば，工場 1 は市場地自体に牽引され，そこ
で工場 1 と 2 は集積する（Ishikawa，2016）．
4 ）　工業団地は地域の経済成長を最終的に指向するが，ここでの工業団地は外国から工場を牽引して留め
ておくことを当面の課題とするので明確な達成目標と戦略を有する．
5 ）　より詳しい考察は Ishikawa（2016）を参照．
6 ）　金融および情報関連のインフラストラクチュアの整備も進んでいる必要がある．
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選択される．したがって工業団地の開設地点は工場の立地有望地域内で探査され，ある特定の立
地点に初めから限定される必要はない．工場団地は類似の性格を有する業種に属する工場を誘致
するが，各工場は財性質や生産において異なる性格を有する．そのため工業団地は誘致を目指す
複数の工場の立地有望地域を考慮し，各工場の立地有望地域が重複する地域内から開設地を選択
する7）．各工場の立地有望地域が重複しない場合にはそれらの工場は同じ工業団地に併存する可能
性は低いことになる．この状況を 2 つの工場を想定して図示しよう．図 3 A はこれまでの立地分
析を基にして 2 つの工場のカオス的現象を出現させ，それらが重複しない場合を示している．こ
の 2 つの工場は立地有望地域が重複しないので，この 2 工場は同じ工業団地で併存する可能性は
低い．図 3 B は 2 つの工場に関するカオス的現象が M1地点近傍で重なり立地有望地域が重複する
状態を示す．これらの 2 工場は，地点 M1の近傍に形成される工業団地において併存する可能性が
高いことになる．図 3 B で示されるように各工場の立地傾向に合わせて工業団地の業種構成と立
地が確定されることになる．
3 　工業団地における外部経済と生産活動構成の関係
3.1　業種構成の異なる工業団地の形成
　工業団地の工場の業種構成の相違とその影響を考察するために， 3 つの企業，a，b，c を想定す
る．各企業の置かれている状況は 2 節での分析と同じである．ただし，各企業の前工程を担当す
る工場の生産性 A と中間財の運賃率は異なり次のように仮定される．企業 a の工場1a の生産性 Aa
は 1 ，その中間財の運賃率 tga は0.225，企業 b の工場1b の生産性 Ab は 1 ，中間財の運賃率 tgb は
7 ）　工業団地の集積経済が高い場合には工場の立地有望地域から多少離れた地点においても工業団地が開
設できることになる．
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図 3 A　重複しない 2 つの立地有望地域 図 3 B　重複する 2 つの立地有望地域
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0.7728，企業 c の工場1c の生産性 Ac は1.05，中間財運賃率 tgc は0.825である．
　上記の想定の下で工場1a と工場1b のカオス的現象を図示すれば，それらは図 4 のように示され
る．工場 b1の LPA は帯状でかなり長いものとなり， 2 つの LPA は原料地 M1周辺で重複する．ま
た工場 b1と工場 c1のカオス的現象を図示すれば，図 5 で示され，市場地周辺で 2 つの LPA は重複
する．図 4 と図 5 に示される各カオス的現象の重複から次のように考えられる．原料地 M1周辺で
形成される工業団地は，工場1a と工場1b の LPA の重複する地域内で形成される．当然，工業団地
は工場1a と工場1b が属する業種によって構成される．次に地点市場地の周辺で形成される工業団
地は，工場1b と工場1c の LPA の重複する地域内で開発され，工業団地は工場1b と工場1c が属する
業種によって構成される．工場1b は LPA が長いため，原料地 M1あるいは市場地と周辺に開発さ
れる工業団地のいずれにも立地可能である．したがって次のように結論される．工業団地の立地
はある特定地点に限定されず，工業団地に立地を計画する複数の工場の LPA の重複地域内に定ま
る可能性が高い．
3.2　工業団地における外部経済の享受と工場利潤の導出
　立地を異にする工業団地の生産活動を分析するために次のように想定する．工業団地に立地す
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図 4 　原料地 M1周辺における 2 工場の立地有望地域の重複
図 5 　市場地周辺における 2 工場の立地有望地域の重複
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る工場の業種は上記の 3 種類のみであり，その組み合わせは工業団地の立地により a，b あるいは
b，c の 2 つに限定される．各業種の工場数は各個別工場の利潤を最大化するように工業団地開発
者により決められる．
　工業団地が提供する外部経済により工業団地に立地する各工場は可変費用を削減する外部経済
IE を享受でき，その程度は （15） 式で表されるように変化する．
IE＝－h（0.05（TL））2＋j（0.05（TL））－k （15）
ただし TL は工業団地の労働者数の合計である．h， j， k は外部経済の働きに影響する係数である．
他方，各業種の労働者の賃金率は各業種に属する労働者数に依存し （16） 式で示される．
wi＝g（ALi）Φ （16）
i＝a, b, c
ただし ALi は各工業団地において各業種に属する労働者数である．g とΦは係数である．
　次に工業団地はもう 1 つの種類の外部経済を提供し，この外部経済は工場の固定費用を削減す
る．この外部経済が固定費を削減する程度 EE は工業団地の生産量 TQ に依存し次式で示される．
EE＝－α（TQ）2＋β（TQ）－D （17）
ただし，αとβ，D は係数である．本稿では固定費用を次のように想定をする．工業団地に立地
する工場は企業の統括・管理部門から空間的に乖離して運営されるので，生産に直接係る固定費
用から，宿泊，飲食そして労働者研修施設の費用など工場の管理・運営に関係する固定的費用も
工場の固定費用に含まれる．
　各業種の各工場の利潤関数は （18） 式で示され，企業は工場の利潤を最大化するように雇用する
労働者数 Li，（i＝a, b, c）を決定する．工業団地に立地する工場は，移転価格と生産量は前節で示
されたようにして決められており所与である．したがって，工業団地の工場の可変費用と固定費
用を低下させて工場の利潤を最大化させることは，企業の利潤を最大化に繋がることになる．な
お，考察の単純化のために各工場の用地は同じであり，その費用はゼロと仮定される．
Y1i＝（1－t）［mqi（（mpi－tgd4）－（p3＋ted3））－
　　［（2mqi1.25（Ai）-1.25（p1＋tmd1）0.5（p2＋tmd2）0.5）/IE－F1/EE－g（Ni*Li）Φ］
i＝a, b, c （18）
ただし Ni は各業種に属する工場数である．前小節での分析から各企業の各工場の生産量と移転価
格を次のように導出できる．工場1a の生産量と移転価格関しては，mqa＝49.19，mpa＝442，原料
地 M1近傍に立地する工場1b に関しては mqb＝49.09，mpb＝442.5．市場地近傍に立地する工場1b
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に関しては mqb＝48.97，mpb＝443．そして工場1c に関しては，mqc＝49.09，mpc442.5．これらの
値を所与として工業団地の立地と生産構成について分析を展開する．
　工場団地開発者は各業種に属する各工場の利潤最大化を目指し各業種の工場数を決定する．し
たがって原料地 M1周辺での工業団地開発者は業種 a と b の工場数を決める．各企業 a，b は各工
場での労働者数を利潤最大化原理に基づいて決定する．それゆえ原料地 M1周辺での工業団地では
各業種の工場数と各工場の労働者数は次の連立方程式を Li と Ni（i＝a, b）について解くことで求
められる．
∂Y1a/∂La＝0 （19a）
∂Y1b/∂Lb＝0 （19b）
∂Y1a/∂Na＝0 （19c）
∂Y1b/∂Nb＝0 （19d）
　他方，市場地近傍で開発される工業団地に関しては工業団地開発者と企業 b と企業 c により各
工場数と労働者数が同様の仕方で決めることになる．工業団地での集積経済は表 2 で示される数
値により定まると想定して，各業種の工場数と各工場での労働者数を求めてみよう．
表 2 　工業団地の外部経済を定める係数の値
h j k α β D g Ф
0.04 4 0.2 0.0008 0.71 52.57 0.6 0.15
　各係数の値が定まれば，原料地 M1周辺で開発される工業団地の生産活動構成は（19a，b，c，d）
の連立方程式から，表 3 A で示されるように導出できる．同様にして市場地近傍に開発される工
業団地の生産活動構成は表 3 B で示されるように決定されることになる．
　工業団地開発者が同じ内容の工業団地を原料地 M1近傍と市場地近傍のいずれかに建設する場
合，当然ながら，工業団地に立地する工場の業種によって，工業団地での工場数，雇用者数，工業団
地における総利潤は異なる．ここでの想定の下では，表 3 A， 3 B で示されるように市場地近傍の
工業団地は，工場数と団地内で生み出される総利潤額において，原料地 M1の立地より多くなる．
　次に工場1b の考察は興味深い．工場 b の利潤は市場地に立地する工業団地に立地する方が高く
なる．また工業団地の立地と工業団地内の業種の組み合わせの相違の差が工場1b の生産活動内容
と b 業種全体の活動に異なる影響が判明する．工場での雇用者数は市場地に立地する団地で多く
なる．工場1b が単独で立地する場合には原料地立地と市場地立地では利潤は同じであるが，工業
団地に立地する場合には，工業団地における生産活動構成の相違の影響を受けて，工場1b の利潤
は市場地での工業団地を選択することになる．したがって個別の工場1b の視点からは，市場地で
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の工業団地を選択する可能性が高いと考えられる．
4 　工業団地開発者と企業の相互依存関係の生産活動構成への影響
　工業団地は国や地域の行政府あるいは民間の開発企業により計画され建設される．工業団地開
発者は工業団地のもつ生産支援機能や生産条件を多少とも変化させられ，工業団地の開発地点周
囲の生産環境にもある程度の影響を及ぼすことができる．また工業団地開発者は，工場立地を計
画する企業との交渉を通して，工業団地に立地する業種および工場数を順次確定する．したがっ
て工業団地開発者と企業は工場立地に関して相互依存関係にあるといえるであろう．
　個別工場の運営者は企業利潤の増加を目指し，工場の利潤額に最も関心をもち利潤最大化を図
る．他方，工業団地開発者は個別工場の利潤最大化を図るように各業種の工場数を決めるが，工
業団地における利潤総額にも当然関心を有する．例えば，工業団地開発者が国や地域の行政府で
ある場合，法人税収は大きな関心事であり工業団地から生み出される総利潤に注目であろう．こ
のような事情から工業団地開発者は企業に対してある提案をすることができる．本小節では工業
団地開発者がある提案をする状況とその根拠を考察する．
4.1　分 析 仮 定
　次のように仮定して分析を進めよう．工業団地の立地は原料地 M1地点に確定しており，工業団
表 3 A　原料地 M1周辺の工業団地における生産活動構成
工場数 労働者数 生産量 利潤
a 工場 ―  85.23  49.26  3,872
b 工場 ― 121.37   49.09   3,843
a 業種 5.29 450.4 260.1 20,449
b 業種 3.74 454.3 183.6 14,385
工業団地 9.02 904.7 443.7 34,834
表 3 B　市場地周辺の工業団地における生産活動構成
工場数 労働者数 生産量 利潤
b 工場 ― 119.52  48.97  3,862
c 工場 ―  95.2  49.09  3,872
b 業種 3.79 504.7 179.2 14,653
c 業種 5.30 452.9 264.6 20,499
工業団地 9.05 957.7 443.8 35,161
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地に立地する業種は業種 a と b である．工場1a の生産量と移転価格は，mqa＝49.19，mpa＝442で
ある．他方，業種 b の生産性を示す係数 A は0.5であり，その生産量と移転価格は，mqb＝48.28，
mpa＝445.8である．工業団地の生産活動に影響する工業団地の外部経済を定める各係数の値は表
2 のようである．このような場合における工業団地における生産活動構成と各業種の工場の利潤
は上記と同じ手法で導出され，工業団地での生産活動構成は表 4 で示される．
　さて，ここで工業団地開発者は次の提案をするとしょう．工業団地開発者は工場団地内外にあ
る各種機能と施設の効率性を変化させ，各工場が享受する外部経済の能力を表 5 で示されるよう
に変更させる．この変更に対応して賃金率に係る係数 g を0.6から0.75へ上昇する．
表 5 　工業団地開発者の提案における係数値
h j k α β D g Ф
0.02 2 10 0.0007 0.73 54.57 0.75 0.15
　このような工業団地開発者の提案に対して，これまでの考察と同じ仕方により，各業種の工場
は労働者の雇用量を利潤最大するように変更する．また工業団地開発者は工業団地に立地する各
業種の工場数を決定する．提案された工業団地の生産活動構成は表 6 により示される．a 業種と b
業種の個別工場の利潤は，提案前の既存工業団地の利潤と無視できる微小な差（－ 1 ）で減少する
が，ほぼ同額になる．すなわち a 業種の各工場は利潤3,863を得，b 業種の各工場も利潤3,834を得
る．したがって各個別工場は工業団地開発の提案に反対しない．他方，提案された新工業団地で
の総利潤は6,108増加し41,089へ上昇する．このため工業団地開発者は a と b 業種の個別企業に対
してこの提案をする．さらに提案された新工業団地では労働者数，生産量も増加し生産活動が拡
大するので，地域経済の多くの経済主体もこの提案を支持することになると思われる．
　ここでの考察結果を図示してみよう．図 6 は，同規模を有する工業団地において工業団地に立
地する a 業種の各工場の利潤を3,864，b 業種の各工場の利潤を3,835に保つような工場数 Na，Nb
と各工場で雇用される労働者数 La，Lb の組み合わせを 2 つ示している．点線は工業団地の既存の
表 4 　工業団地における生産活動構成
工場数 労働者数 生産量 利潤
a 工場 ― 110.4  49.19   3,864
b 工場 ―  86.74  48.28   3,835
a 業種 6.14 677.6 302 23,717
b 業種 2.94 254.7 141.9 11,263
工業団地 9.08 932.4 443.9 34,981
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組み合わせ，他方，実線が提案された組み合わせ，すなわち新しい生産活動構成を示す．図 6 で
は企業数および労働者数は自然対数で表示されている．
　このような性質を有する組み合わせは，同規模の工業団地における施設および機能，そして工
業団地周辺における生産・生活基盤を調整することにより，ある一定の範囲内で多数存在する．工
業団地に立地する各工場に対して最大利潤水準を生み出す工場数と雇用者数の組み合わせは，一
定の組み合わせの範囲内（この範囲を構成有望範囲（Composition Prospective Range, CPR）とよぶ
ことにする．）において多数存在すると考えられる．したがって，工業団地における生産活動構成
は，個別工場の利潤を最大化する原理から定まるとしても， 1 つに限定されず CPR 内において多
数存在させられることになる．
　上記考察からの結論は次のようになる．同規模の工業団地であっても，工業団地開発者はその
施設と機能の変更から，各業種の各工場の利潤を同額水準に維持しながら，CPR 内において生産
活動構成を変化させられ，同じ工業団地でも異なる総利潤，異なる労働者数と総生産量を生み出
せる．これにより工業団地開発者はその開発において柔軟性を入手できる．工業団地の生産活動
構成は 1 つに限定されず，工業団地と企業との相互依存関係を通して変化させられる．工場団地
表 6 　工業団地開発者による生産活動構成の変更提案
工場数 労働者数 生産量 利潤
a 工場 ―  96.72  49.19   3,863
b 工場 ―  75.46  48.28   3,834
a 業種  7.23 698.9 355.5 27,918
b 業種  3.44 259.2 165.8 13,174
工業団地 10.67 958.2 521.4 41,089
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図 6 　工業団地の生産活動構成の代替可能性
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がこの柔軟性を有することで，生産活動構成を CPR 内においてより好ましい構成に変化させられ
る．これにより工業団地開発者，企業，企業が属する産業界，地域の社会経済的主体者が議論し
て出されてきた総意により合致するように工業団地の生産活動を編成することが可能となる．し
たがって CPR の概念は，地域に開発される工業団地の生産活動構成を，地域の社会経済的主体間
の相互依存関係から出される地域の意向を勘案しより良いものにするという構想に対して論理的
裏付けを 1 つ提供することになる．
　 2 節での考察の結論と合わせて上記考察を整理すると次のようになる．工業団地の立地点は，
限定された 1 地点に定まらず，誘致したい各工場の立地有望地域の重複地域内で社会経済的立地
因子に配慮して選択できる．そして工業団地の生産活動も限定された 1 つの構成に限定されず，
ある範囲内において社会経済的主体全体の総意をより反映するように構成できる．
5 　結　　　語
　経済活動が広域化する時代において，企業は生産工程を細分化し，細分されたいくつかの工程
をより低い生産費用を実現できる地点へ分散させる．他方，工業誘致を図る国や地域は細分され
た生産工程を牽引する計画を立案する．この状況において，工業団地は企業と行政府の双方に
とって魅力的な立地を実現する手段の 1 つである．
　本稿での分析から導出された結論は次のようである．工業団地開発地点は，誘致したい工場の
立地傾向に合わせて定まる．工場立地は特定の 1 地点に限定されずに，立地有望地域内において
種々の社会経済的な立地因子も考慮されて選択される．工業団地開発の地点も 1 地点に限定され
ず，誘致したい工場の立地有望地域内において選択される．そして誘致したい工場は複数存在す
るので，いくつかの立地有望地域が重複する地域内に工場団地は開設される可能性が高い．
　工業団地の生産活動構成の考察から引き出される最も重要な結果の 1 つは次のようである．工
業団地に立地する各業種の各工場の利潤をそれぞれ同一水準に維持する生産活動の構成は 1 つの
構成に限定されずに，ある範囲（CPR）内において複数存在する．工業団地開発者は同規模の工業
団地であっても，その施設と機能の変更により外部経済を調整し，そして工業団地周辺の生産基
盤の改変により，工業団地の生産活動構成を柔軟に変更することが可能である．したがって，こ
の柔軟性に基づいて工場団地の生産活動は，工業団地開発者，工場団地に工場を立地させる企業，
そして地域の労働者などの経済主体の相互依存関係から形成される総意により合致するように
CPR 内において構築することが可能になるといえるであろう．工業団地の立地および生産活動構
成はそれぞれ 1 つに限定されない．それらは一定の範囲内で，社会経済的主体間の相互依存関係
から導出される総意をより反映するように定められるといえよう．
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